
３第１部第１章 概 観

第１章 概 観

第１部では，１９８５年９月のプラザ合意以前の日本経済の諸問題について記述
する．

第２章では，景気動向を取り扱う．
１０年余にわたり高度経済成長を続けて来た日本経済は，１９７０年代に入ると
様々な環境変化に遭遇した．
既に，公害問題の深刻化，先進国との貿易摩擦の激化，等高度経済成長路線に

も限界の兆しが出ていた．
IMF・GATT体制の下，固定レート制のメリットを謳歌してきた日本にとっ

て，１９７１年８月のニクソン・ショックは，まさに青天の霹靂であった．世界は
それ以降変動相場制の時代に入ったが，日本もまた，海図なき航海へと乗り出す
ことになった．
しかし，日本を見舞ったそれ以上の変化は，１９７３年末に発生した第１次石油

危機であった．高度成長を可能にした大きな要因である安価で豊富なエネルギー
供給という条件が一夜にして覆ったのである．中東からの輸入原油に依存するこ
とが大きかった日本は，大きなダメージを被り，戦後初のマイナス成長，２桁の
インフレに日本経済は沈み込んだ．しかし全治３年といわれたこの大危機から日
本経済は意外に早く立ち直った．それを可能にしたのは，経営の合理化努力及び
省エネルギー・省資源化の努力であった．
石油危機からの脱出には成功したものの，やはりその後遺症は大きかった．石

油危機は企業の成長期待の下方シフトをもたらし，その結果，設備投資の増勢は
鈍化し，日本経済の成長率は一気に低下した．
また，経済成長を牽引するものとして輸出の役割が大きくなった．石油危機を

乗り切った日本の企業の製造する高品質な商品は欧米各国で大きな評価を勝ち得
た．しかし，こうした日本の輸出の増加は，石油危機後のスタグフレーションか
らの脱出に手間取っていた欧米各国にとって脅威と受け取られるようになった．
世界経済が，第１次石油危機のダメージをようやく払拭できたころに，第２次

石油危機が発生した．世界は再び大混乱に陥った．第１次石油危機以降，省エネ
ルギーに努めたとはいえ，日本の石油依存度は依然大きく，第２次石油危機のダ
メージは第１次危機のそれを上回るものになった．第２次石油危機の最中，東京
で開催されたサミットでは日本の予想を上回る石油輸入の削減が決定される等，
情勢は厳しかった．しかし，日本の危機対応能力は再びこの危機からの脱出を可
能にした．省資源・省エネルギーの努力が以前にも増して強化されたのは当然で
あったが，経済政策の面では第１次石油危機時の教訓が生かされ，輸入インフレ
を国内インフレに転化させなかった．こうした状況は，スタグフレーションに悩
む欧米諸国の羨望の的になった．
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一方，日本経済の輸出依存体質は，この危機を経て一層強まることになった．
第２次石油危機後，１９８０年代には日本の貿易黒字は急激に拡大した．日本の貿
易黒字拡大の対極には，膨張する貿易赤字に悩む米国があった．
こうした中で，日米間の貿易摩擦は極限まで激化することになった．

第３章では，１９８０年代前半，米国のレーガン政権の下で実施された未曾有の
実験とその影響について述べる．
第２次世界大戦後，米国は政治・軍事・経済のすべての面で世界最強の国に

なった．特に，米国の豊かな生活は世界各国の垂涎の的であった．
その「強いアメリカ」経済にも，１９６０年代以降，影が忍び寄ることになった．

ベトナム戦争の軍事費，ジョンソン政権の「大砲もバターも」政策，等が政府支
出の拡大をもたらした．また，基幹産業である自動車，鉄鋼，電機等では技術革
新の停滞や日本・西ドイツ等の肉迫等，様々な要因で競争力が低下していっ
た．１９７１年にはニクソン大統領によって，世界を巻き込んだドル防衛策が打ち
出される状況に立ち至った．経済の不振，国際政治での不手際等から，米国の威
信は地に落ちるかに見えた．
１９８１年１月，「強いアメリカ」の復活をスローガンに掲げて政権の座に着いた
レーガン大統領は，直ちに財政・経済の建て直しに着手した．レーガン政権の政
策は「レーガノミックス」と呼ばれ，「小さな政府」を実現することで民間の活
力を再生しようとするものであった．このような政策は「供給重視の経済学」（サ
プライサイド・エコノミックス）と呼ばれる考え方に基づくものであり，その信
奉者はサプライサイダーといわれた．
大型減税，歳出削減，規制緩和が大胆に進められることになった．減税は個人

の貯蓄率を引き上げ，企業の投資を促進することによって，米国経済の再生をも
たらすはずだった．
しかし，こうしたサプライサイダーの期待とは裏腹に，減税は個人貯蓄率を引

き上げず，むしろ消費拡大をもたらした．また，大幅減税の一方で，歳出削減は
遅々として進まなかったため，財政赤字は急速に拡大した．こうした政策の結果，
米国の貯蓄・投資バランスは以前にも増して投資超過に傾き，折からのインフレ
傾向とも相まって米国の金利を高騰させた．
レーガノミックスがもたらした米国の異常な高金利は，海外からの資金を誘導

し，資金不足を埋めることに役立ったが，他方では，ドルの独歩高をもたらし，
国際収支の悪化を招来した．レーガノミックスによる財政赤字の拡大と国際収支
赤字の拡大は，「双子の赤字」と呼ばれた．

第４章では，日米貿易摩擦について述べる．
大幅な財政赤字の景気刺激効果で，米国経済は１９８３年以降，拡大過程に入っ

た．レーガン政権は自らの政策の効果を喧伝した．いわく，米国経済は復活した，
と．
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問題は，米国になだれ込んでくる輸入製品であった．今や日本は，米国の基幹
産業である自動車や安全保障とも密接な関わりを持つ半導体の分野で米国を脅か
すにいたっている．輸入増加の原因は，ドル高ではなく，日本の意図的な円安誘
導策や閉鎖的な日本市場にある．このような認識の下に，レーガン政権は日本に
対して様々な要求を行い，日米間で自動車や半導体を巡る貿易摩擦が発生するこ
とになった．
貿易摩擦が，日本側の輸出自主規制で決着したのは，繊維，カラーテレビ，鉄

鋼までであった．自動車でも輸出自主規制は行われたが，米国側は米国製自動車
の対日輸出増加，部品の購入，等の要求を合わせて行うなど要求は多岐にわたっ
た．
半導体では，日本の市場開放要求が中心になった．
自由貿易を標榜するレーガン政権にとって，米国への輸出規制は主義に反する

ものであり，貿易拡大の中で米国の貿易赤字の縮小を実現する方向こそ望ましい
という建前を貫く必要があった．こうした中で，米国の対日要求は，日本の経済
政策のあり方，特に内需拡大にまでエスカレートするようになった．

第５章では，金融自由化問題を扱う．
戦後，資金不足が常態であった間は，企業が銀行を経由して資金を調達する間

接金融が主流であった．こうした中，銀行は産業活動を支える重要産業としてい
わゆる「護送船団方式」の下で保護され，金利にも厳しい規制がかけられた．
しかし，第１次石油危機後，日本経済が安定成長軌道に移行し，企業の設備投

資資金需要が減退するとともに，金融分野においても大きな変化が現れた．
企業，特に大企業，は余裕資金を蓄えるようになり，銀行の融資に依存する程

度が低下した．また，運用面でも預金以外の途を目指すようになった．
財政状況の悪化から大量の国債が発行されるようになり，その流通市場が発達

したことにより，自由金利商品が誕生した．他方，為替管理の自由化は，企業に
海外での資金調達・運用の途を開いた．こうした「２つのコクサイ化」は，多く
の規制に縛られた国内金融市場の自由化を促した．
「大企業の銀行離れ」や「なし崩しの金融自由化」に直面して，銀行は必死に

活路を模索した．
日本がこのような状況にあったとき，金融自由化を一層進展させる力が米国か

ら加えられた．日米円ドル委員会である．
米国は，「不当に安い円（不当に高いドル）」をもたらす原因として，日本の金

融自由化の遅れを指摘するようになった．日本の金融自由化が遅れているために
「円」の使いでが悪く，円が実力以下にしか評価されていないというのであった．
日米円ドル委員会は，米国の財務省と日本の大蔵省との間で，短期間に精力的

に検討が行われ，１９８４年５月に報告書がまとめられた．これ以降，日本の金融
自由化は急テンポで進むことになった．
このような状況下で，銀行が選択した途は「伝統的拡大路線」であった．すな
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わち，大企業の銀行離れが必至であれば，これに代わる融資先の開拓こそが急が
れるというわけであり，その対象として，中小企業，不動産業等が選ばれた．
大企業向け融資の場合，大口，低リスク，豊富な顧客情報等が当たり前であっ

たが，このとき銀行が目指した新規分野では，小口，ハイリスク，不十分な顧客
情報を覚悟しなければならなかった．しかし，こうした不利をカバーするツール
として土地担保があった．
土地神話の下では土地を担保に取っておけば，債権の安全性は確保されると誰

もが考えた．こうした認識の下に，新規融資先の開拓を最重点課題として，銀行
は積極的な融資戦略を拡大していった．当時のある大銀行の首脳は，「向こう傷
は問わない」として，大号令を発している．
金融自由化は，企業の財テク活動を刺激することにもなった．余裕資金の積み

上がりが一方にあり，他方で金融自由化によって様々な資金運用・調達手段が利
用可能になったため，企業は本業以外での財テクに力を入れるようになった．財
テクブームは，個人・家計にも及んだ．マスコミもそのブームを盛り上げるのに
大きく貢献した．

第６章では，財政再建問題を扱う．
２度の石油危機に直面して，日本経済のパフォーマンスは先進国の中でも秀で
たものであった．しかし，国の財政状況は最悪であった．
安定成長への移行に伴い，税収の伸び率も低下したが，歳出の伸びはなかなか

低下しなかった．第１次石油危機直前に成立した「福祉元年」スキームもその一
因であったが，石油危機や円高対策のための財政出動も大きな要因になった．結
局，毎年，巨額の国債が発行されることになった．
財政再建を最重点項目に掲げた大平内閣では，一般消費税の導入が計画された

が，各界はもとより自民党内からも反対の声が沸き起こり，計画は頓挫した．こ
れ以降，一般消費税導入は，政権維持の観点からタブーになった．しかし，誰の
目から見ても財政再建が喫緊の課題であることは明らかであり，その課題は鈴木
内閣や中曾根内閣へと引き継がれることになった．

第７章では行政改革と「民活」を扱う．
大平政権の後を受けた鈴木内閣でも，財政再建は焦眉の課題であった．様々な

努力にもかかわらず，財政収支は好転せず，ついに鈴木内閣では「財政非常事態
宣言」まで出された．
行政改革のために第２臨調を設置することは，次期政権を狙う中曾根行管長官

の発案であったが，鈴木首相は脆弱な政権基盤を補強するために臨調の活用を考
え，さらに行革によって財政再建を進めようとした．大平内閣での一般消費税導
入の失敗によって増税という手段を禁じられた鈴木首相にとっては，必然の途で
あった．
臨調の土光会長は「増税なき財政再建」を標榜し，世間はこぞって土光臨調を
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支持した．三公社の民営化を始めとして様々な改革が臨調主導で実施された．
しかし，行政改革のみでは財政再建はできなかった．財政運営失敗の責任を認

めて鈴木首相は退陣した．
そのあとを継いだ中曾根内閣には大きな課題があった．増税なき財政再建路線

を継承する中で財政出動は禁じ手となっており，金融政策にも頼らずに，内需拡
大を実現することが必要であった．内需拡大は，貿易黒字を減少させ，日米関係
の維持強化を果たすためには是非とも必要であり，また，財政再建や行革だけで
は景気にプラスの効果は期待できず，政権維持の観点からも重要な課題であった．
ここに浮上したのが「民間活力の活用」（民活）であった．民活は財政を使わ

ずに内需を拡大できる妙案であった．サッチャー政権やレーガン政権も小さな政
府を標榜しており，民活は世界の潮流でもあった．
民活のための方策として持ち出されたのは容積率の緩和や用途地域指定の見直

しであった．これらの規制を緩和することで土地の利用価値は増加し，都市再開
発投資が活発化すると考えられた．東京が国際金融センターになる等の目論見の
下で過大なオフィス需要予測も発表され，不動産ブームのきっかけとなった．
中曾根首相が「アーバン・ルネッサンス」と呼んだ都市再開発の促進のために

は，規制緩和だけでは効果が少なく，新たなインセンティブが必要であったが，
その１つが国公有地の払い下げであった．都市再開発のための土地を供給すると
ともに，国公有地の売却収入は財政再建等にも寄与する．民間デベロッパーの旺
盛な需要の中で，国有地や国鉄用地等は公示価格をはるかに超えた高値で売却さ
れた．
民活は都市再開発だけではなかった，各省はこぞって民活プロジェクトを立ち

上げた．その多くは公共事業の抑制が続く中で，何とか自前のプロジェクトを推
進したいという各省の思惑と地域活性化を期待する地方自治体の合作であった．
しかしこれらの多くは小粒なプロジェクトであった．
そこで，内需拡大に大きく貢献する大型プロジェクトとして，「東京湾横断道

路」や「関西国際空港」が民活方式で実施されることになった．広大な未利用地
を所有している自治体や企業にとっては，大規模プロジェクトの実施によって土
地の評価が上がることは大きなメリットであり，大型民活プロジェクト立ち上げ
に財界は，それまでの財政緊縮路線を変更してまで賛同した．
中曾根首相の「民活路線」は，財政制約の下で対外経済摩擦の解消を図るため

に内需拡大を実現するための方策として，導入された．これが地価高騰，土地投
機の隆盛の原因の１つになったことは多くの者が指摘するところである．
しかし，当時，これに代わる有効な政策を提言したものはいなかった．
また，地価高騰を問題視する者は多かったが，その背後にある信用の異常な膨

張の危険性について指摘する者はいなかった．多くの日本人は大型景気の到来に
沸いていたのである．
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景気 物価 株価・地価 為替レート 国際収支 労働市場
実質GDP 鉱工業生

産指数前
年度比

消費者物
価指数
（総合）

日経平均
株価

市街地地
価指数
（６大都市）
（全用途平
均）

円 ド ル
レート

経常収支 経常収支 失業率

（成長率）（前年度比）（前年度比） （円） （上昇率）（円／＄） （億円） （１００万ドル） （％）
（年度） （年度） （年度） （年度） （年度） （暦年） （暦年） （年度）

１９７０ ８．２ ２，１２６．９ １７．６ ３６０．０ １，９７０ １．２
１９７１ ５．０ ６．０ ２，６２０．１ １６．１ ３３５．３ ５，７９７ １．３
１９７２ ９．１ ５．５ ４，４３１．０ １２．９ ２９６．２ ６，６２４ １．３
１９７３ ５．１ １５．７ ４，６０３．３ ３１．６ ２７３．２ ▲１３６ １．３
１９７４ ▲０．５ ▲９．７ ２１．０ ４，２２５．１ １８．０ ２９３．７ ▲４，６９３ １．５
１９７５ ４．０ ▲４．５ １０．３ ４，３８９．７ ▲８．１ ２９９．５ ▲６８２ ２．０
１９７６ ３．８ １０．８ ９．５ ４，８０２．２ １．０ ２９１．５ ３，６８０ ２．０
１９７７ ４．５ ３．１ ７．０ ５，１００．０ ２．５ ２５４．９ １０，９１８ ２．１
１９７８ ５．４ ７．１ ３．８ ５，８１８．０ ３．０ ２００．３ １６，５３４ ２．２
１９７９ ５．１ ８．１ ４．８ ６，４６９．７ ７．３ ２３１．８ ▲８，７５４ ２．０
１９８０ ２．６ ２．０ ７．６ ７，０５０．８ １３．２ ２１６．４ ▲１０，７４６ ２．１
１９８１ ３．０ ２．０ ４．１ ７，６３０．８ ８．４ ２２８．７ ４，７７０ ２．２
１９８２ ３．１ ▲０．６ ２．５ ７，５８５．９ ６．８ ２５０．１ ６，８５０ ２．５
１９８３ ２．５ ５．７ １．９ ９，４６４．３ ４．７ ２３６．１ ２０，７９９ ２．７
１９８４ ４．１ ８．４ ２．２ １１，１４４．５ ５．２ ２４４．６ ３５，００３ ２．７
１９８５ ４．１ ２．４ １．９ １３，０９２．６ ７．４ ２１７．４ １１９，６９８ ４９，１６９ ２．６
１９８６ ３．１ ▲０．３ ０．０ １８，３７９．４ １４．３ １５８．６ １４２，４３７ ２．８
１９８７ ４．８ ５．８ ０．５ ２４，３０６．９ ２５．９ １３６．８ １２１，８６２ ２．８
１９８８ ６．０ ８．９ ０．７ ２９，１９２．６ ２７．９ １２８．８ １０１，４６１ ２．４
１９８９ ４．４ ４．４ ２．９ ３４，９５３．８ ２４．４ １４３．３ ８７，１１３ ２．２
１９９０ ５．５ ５．０ ３．１ ２６，６７８．８ ３０．１ １４１．３ ６４，７３６ ２．１

図表１―１ 主要経済指標の推移

注）１．GDPは１９６８年基準である．
２．鉱工業生産指数は平成７年度基準である．

出所）内閣府「国民経済計算」，経済産業省「生産・出荷・在庫指数」，総務省統計局「消費者物価指数」，（財）日
本不動産研究所「市街地価格指数」，日本経済新聞社「日経株価指数２２５」，財務省「国際収支状況」，総務省
統計局「労働力調査」．
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日本 米国 英国
（内閣総理大臣） （大統領） （首相）

１９７０ 佐藤栄作（１．１４） リチャード・ニクソン（共和党）（１９６９．１．２０） エドワード・ヒース（保守党）（６．１９）

１９７１

１９７２
田中角栄（７．７）

１９７３

１９７４ ハロルド・ウィルソン（労働党）（３．４）
三木武夫（１２．９） ジェラルド・フォード（共和党）（８．９）

１９７５

１９７６ ジェームズ・キャラハン（労働党）（４．５）
福田赳夫（１２．２４）

１９７７ ジミー・カーター（民主党）（１．２０）

１９７８
大平正芳（１２．７）

１９７９ マーガレット・サッチャー（保守党）（５．４）

１９８０
鈴木善幸（７．１７）

１９８１ ロナルド・レーガン（共和党）（１．２０）

１９８２
中曾根康弘（１１．２７）

１９８３

１９８４

１９８５

１９８６

１９８７
竹下登（１１．６）

１９８８

１９８９ 宇野宗佑（６．３） ジョージ・ブッシュ（共和党）（１．２０）
海部俊樹（８．１０）

１９９０ ジョン・メージャー（保守党）（１１．２８）

図表１―２ 政権の推移

注）（ ）内は就任した月日．


